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図1　リレイトの組織
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表1 ACCUMU：LATED　FUND－INCO：ME
for　the　year　ended　31st　M：arch，1988
1987
S％ろS6γφあ072S，　Z）072α’ガ0πSαη4　FθθS
　　　Clients
　　　Other
38，323
2，734
41，057
33，902
1，821
Gη雇s
　　　Oxfordshire　County　Council
　　　Northamptonshire　County　CounciI
　　　Oxford　Area　Health　Authority
　　　Coventry　Building　Society
　　　Wolvercote　P．　C，　C．
1～6πお　∫～〔～6θげ。α∂18
　　　Tenants
0～物6γ　1勿oozη6
　　　Sundries
1％～167くθs’　∫～60εゴ〃64
5φθα々67s，F66s
12，000
　　285
　　2GO
　　500
　　　65
13，050
5，256
148
820
107
11，600
　　275
　　250
　　　65
s認6ρプ．乙髭6η’％γθ
s’z44672’、P♂αoε規6η孟s
35，723
170
471
12，190
4，562
9
527
58
146
506
£61，079 £53，721
ACCUMULATED　FUND・EXPENDITURE
for　the　year　ended　31st　M：arch，1988
1987
〆1660〃Z吻04αあ0η、翫ψ6ηSθS
　Rent
　Rates
　Insurance
　Gas　and　Electricity
　Cleaning，　Garden，　etc．
　Furniture，　Repairs　to　Premises
　530
2，131
　195
1，190
　439
4，485
　495
1，881
　132
　903
　357
2，351
CO％πS611ガη9
　National　Marriage　Guidance　Council
　Tutors’Fees
　Counsellors’Travelling　Expenses
　Payments　to　Counsellors
　Advertising　and　Literature
　Purchase　of　Books
4，409
1，129
4，137
18，550
1，043
　　376
29，644
3，887
　　485
4，439
15，629
2，137
　　295
6，119
孟4彫ガηゴSオηあ0η
　Salaries　and　National　Insurance
　Stationery，　Printing　and　Postage
　Telephone
　Audit　Fee
　Sundries
　Bank　Charges
　Transfer　to　Property　Rellovation　Reserve
16，845
1，442
1，668
　　　98
1，424
　　185
21，662
13，981
　　953
1，171
　　　74
　　895
　　　　7
2，000
26，872
19，081
s％η）」％sノ∂7論6夕6α7
55，791
5，288
52，072
1，649
£61，079 £53，721
26 英国における離婚問題援助機関の実情（植木）
の連携もいたってよい。
　1987年度の新潮受理は758件であり，女性に対して2，305時間，男性に対して993時間，カッ
プルに対して2，198時間，計5，496時間の面接を実施した。この他に社会教育関係に費やし
た時間が323時間である。このように取り扱うケースが多いので，昼間の予約であれば1週
間か2週間後には面接が受けられるが，夜間の予約であれぼ6週間から8週間待たねばな
らず，スタッフ数の充実を図ることが現在の緊要の課題となっている。1回の面接は1時
間で，毎週1回同じ時間に同じカウンセラーで行われ，クライアントが必要と感じている
間中継続されるが，平均7～8回で終了している。カップルで受けるほうが治療効果は高
いと認識されているが，必ずしもカップルで来所するわけではなく，またリレイトも相手
方に対し来所するよう求める権限はない。
　リレイトの存在そのものがよく知られているわりには，その援助内容に関しては正確な
知識を持たれているというわけではなく，時には，自分の問題を解決するための何らかの
アドバイスを求めてやってきたクライアントが，具体的な成果を得られずにギャップを感
じたままソリシターの方に去るということもある。クライアントの約1割は来所時に離婚
訴訟を提起しており，さらにそこまでいってなくても，リレイトは夫婦関係が壊れた時に
相談する場所であるとの一般的な認識が強いために，多くの場合問題が深刻化してしまっ
ており，面接の結果は関係の修復には向きにくく，約半数が関係を終了させることで終わっ
ている。リレイトの援助は一人で生活するための援助であると言われるゆえんである。リ
レイト自身はその自己評価の部分で，クライアントが不和のより初期の段階で来所するよ
うどうアピールしていくか，さらにリレイトの援助内容をどう正確に知らせていくかとい
うことを，これから取り組むべき重要な課題であるとしている。
　相談料は基本的にクライアントの資力に応じるとされているが，1回15ポンドが目安で
ある。収入の中ではこの相談料の占める割合が最も多く，オックスフォード行政当局から
のグラントがこれに続く。その地方の一般企業からの寄付金が寄せられる場合もあり，基
本的に各支部はそれぞれの条件に基づいた独立採算制を採っている。オックスフォード
シャー支部の場合，扱うケースが多いので財政的な計画が立て易く，またカウンセラーへ
の給与も支払われているが，ほぼ同規模の職員を有している隣のレディング支部では，年
間の面接が2000時間程度とオックスフォードの半分以下であるので，カウンセラーへの支
払いはなされていない。基本的にカウンセラーはボランティアであるので，旅費などの必
要経費以外の支払いは受けないのであるが，このあたりにも地方の独自性が出てくる。こ
の他に中央本部への上納金がその資力に応じて課されるが，これは後に述べるようにカウ
ンセラーの養成等に使用される費用である。さらに，各支部が独自で宣伝のためのパンフ
レットや書物を出版している。
3）リレイト中央本部
　　RELATE，　National　marriage　Guidance，　Herbert　Gray　College
　　　　Little　Church　Street，　Rugby，　Warwickshire，　CV213AP
　　　面接者　Dr．　Barkla（lnformation　Officer）
　リレイトの方針の決定，上級職員の任命，財政の検討，計画の実行状況の監督など全体
的な運営は，各地域から3名ずつ選出された計18名の委員による年6回の会議によって行
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われる。地域は管理運営上都合の良いように6つに分けられ，それぞれにマーケティング
や財政に責任を持つ管理部門の職員と，その地域の支部のカウンセラーを定期的に指導す
る責任を持つ専門職員とが配置されている。
　リレイトの中央本部は，ラグビーのハーバート・グレイ・カレッジに置かれている。こ
こではおもにカウンセラーの教育訓練が行われる。カレッジとは言っても，庭は広々して
いるが古い2階建てで会議室が十程度の小ぢんまりした建物に，ベッド数が60の寄宿舎，
食堂，書籍販売部門が並設されているのみで，うっかりすると個人の屋敷と思い，通り過
ごしてしまいそうなたたずまいである。常勤のスタッフとしては，研究主任が1名と，事
務職員が6名いるのみである。しかしここで毎年300人以上の新人がカウンセラーとして養
成されていくのである。
　カウンセラー志望者は書面による選抜の後，地方の指導者の下で2年間2週間に1度の
ミーティングによる訓練を受け，この間6回ほどこ．のラグビーの本部で2日間の合宿ト
レーニングを受けなけれぼならない。この合宿トレーニングはそれまで地方で習ってきた
ことを集中的に復習する機会になるとともに，全国でのカウンセリングの基準を統一する
機会にもなりうる。指導のためラグビーには常時20名程度，地方には数百名のトレイナー
がいるが，これを費用に見積もると一人のカウンセラーを養成するのに3，000ポンドかかる’
という。この訓練費用は無料であるが，カウンセラーとして選任さ’れた後には1年間に120
時間無料で仕事をする義務を負う。カウンセラーは平均5年勤めると辞めていくという。
リレイト自身にとってはもったいないことではあるが，カウンセラー自身の自己成長とい
う面を見るとき，これも一つの社会教育といえるのかもしれない。教育訓練はカウンセラー
志望者に対してのみではなく，教師や医師，看護婦に対してもなされているが，こちらは
短期のコースで有料である。
　リレイト全体の収入は1988年度5，234，000ポンドであった。このうち31％が相談料であ
り，26％が地方当局の，20％が政府のグラントであった。現在社会福祉関係予算の引き締
めの中で，リレイトへのグラントも削減され，財政的には苦しい状況にある。研究主任の
バークラー博士の意見によれば，このような大きな組織を民間主体で経営維持することは
とても困難であり，クライアントに多額の支払いを要求しないためにも，公的なセクター
で運営されることも考えられるのではないかということであった。また同じような役割を
果たしている既存の民間の機関がいくつも併存していることに関しては，それぞれの特色
を残すことは必要で，できるだけ連絡を取りあい協調関係をとっていくが，統一すること
には賛成できないとのことであった。
4．その他の援助機関
1）カトリック結婚相談協会
　The　Catholic　Marriage　Advisory　Council
　　　Clitherow　House，1Blythe　Mews，　Blythe　Road，　LONDON　W140NW
　　面接者　Mrs．　Jean　Judge（Chief　Executive）
　　　　　　Mrs．　Eileen　McCabe（Director　of　Counselling＆Training）
これは結婚生活に関するカトリックの組織であり，結婚生活の成功を目的として1946年
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に設立された。ウェストミンスター大司教を総裁，ノース・ロンドン司教を副総裁として，
14名から成る評議会の下，カウンセリングおよびトレーニング，財政，法律，医療，広報
の5部門で運営されている。地域は10に分けられているが，支部は81か所でリレイトの2
分の1，カウンセラーは458名で3分の1，インタビューの回数は約22，000回で12分の1と
かなり余裕を持った活動がなされている。
　ここでのサービスの内容としては，つぎの4つが掲げられている。
①結婚生活での問題を抱えた人々が，その問題を理解し，それに対処する能力をつける
　　ための，訓練されたカウンセラーによる治療サービス
②結婚を控えている人々に対する婚前教育や，夫婦関係をより豊かにするための結婚教
　　育など，訓練されたカウンセラーによる教育サービス
③自然の方法により家族計画を実行するための指導
④夫婦関係を継続し，より豊かなものにするための方法の研究
　いずれもカトリックの教義を忠実に守り，婚姻を継続させるための援助であるが，近年
の婚姻観の変化の中でやはり離婚を支持せざるを得ない場合も出てくる。つまりここでも
リレイトと同様に，離婚に関して最も深刻な問題は精神的な苦痛であると捉えられ，クラ
イアントが自分自身で解決策を見出すことを援助するのをカウンセリングの目的であると
している。そのため，結果的には離婚することを援助することにもなっているのである。
カウンセラーは教会とクライアントの間に立って苦慮しているのが現実である。さらに，
ここでは基本的に夫婦関係における問題を取り扱い，その他の人間関係にまでサービスを
広げてはいないが，この点はリレイトとは異なる。
　この相談協会の本部はロンドンにあるが，カウンセラーの教育，訓練は各地の教会で行
われ，また事務的な仕事も教会またはこれに賛同する企業によってなされているので，一
般の相談所と規模的には変わらず，普通の小さなビルの一室に置かれている。すべてのサー
ビスは教会のサービスの一部と考えられているので無料で提供され，またこの仕事に従事
するのもすべてボランティア，まったくの無報酬である。内務省および厚生省からのグラ
ントがおもな収入源であるが，これらのほとんどはカウンセラーの訓練のために使用され
る（表2）。クライアントは教会から紹介されてくるのであるが，40％だけがクリスチャン
で，他はその縁故者などである。
　この協会がカウンセリングにおいてもっとも重要視しているのは，クライアントが真実
を語ることと，自由に決定できるということである。そのために秘密厳守の原則を徹底的
に守り，この点に関しては他のどの相談機関よりも，高いレベルにあることを誇りにして
いる。また，家庭裁判所（Family　Court）構想に対しては，権利を問題にする場では真実
を語れない場合があるとして，否定的である。さらに，このような相談援助は公的な機関
が実施すべきではないかとの質問に対しては，そうすればクライアントのプライバシーが
守れなくなるという恐れがあるとともに，各機関の特色およびクライアントの選択の自由
が奪われ反対であるということであった。たとえ財政的な援助がなくてもボランティアで
活動し続けると言い切るあたりにも，やはりカトリックの教義にしっかり支えられた協会
であることが見て取れる。
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表2 CATHOLIC　MARRIAGE　ADVISORY　COUNC皿，
　　　　　　　（Limited　by　Guarantee）
NATIONAL、　H：EADQUARTERS　INCOME　AND　EXPENDITURE
　　　　　　　　　for　the　year　ended　31　March　1989
1988
11254
4730
118910
40000
6500
29682
INCOME
1989
Voluntary　Income：
　Contributions　from　CMAC　Centres　　　10797
　Subscriptions　arld　Donations　　　　6016
Grants：
　Horne　Office
　DHSS
　National　Catholic　Fund
　Sales　of　Publications，　etc
Transfer　from　Investment　Income
Staternent
121910
40000
6500
22430
46047
1988
EXPENDITURE
　　　Indirect　Expenditure：
73921　　　　Administration／Fundraising　Expenses
18201　　　0ther　Operating　Expenses
22718　　　Cost　of　Publications，　etc．
85923
30181
5240
4543
211076
29651　Deficit　of　Income　over　Expenditure
Direct　Charitable　Expenditure
　Counselling　and　Tralning　Expenses
　NFP／Medicai　Expenses
　Other　General　Expenses
　Interest　Payable
253700
19080
240727
£240727 £272780　　　　£240727
1989
75848
34418
22824
99069
32553
8068
272780
£272780
2）タビストック夫婦問題研究所
　　Tavistock　Institute　of　Marital　Studies
　　　　The　Tavistock　Centre，120　Belsize　Lane，　LONDON　NW35BA
　　　面接者　Christopher　Clulow（Chairman）
　これはカップルや夫婦関係に関する仕事に従事している実務家のための，精神分析の立
場からの研究促進や実践力養成のための機関である。1948年に家族福祉協会により，夫婦
問題に対して専門的な援助を提供するための指導的な機関として，タビストック精神医学
研究所の一部門という形で設立された。ここでの主要な活動は，①問題を抱えた夫婦に対
する精神療法の実施，②公私の機関の実務家，経営者などに対する訓練および指導，③研
究，の3分野にわたるが，とりわけ②および③に重点が置かれている。
　この研究所はタビストック・クリニックの中に置かれ，ビルのワンフロアを与えられてい
る。研究スタッフが13名，その他のコンサルタント，研究補助員，事務職員の合計10名で
構成されている。精神医学研究所の評議会が上部組織として存在するが，通常の運営は研
究スタッフを中心とした運営委員会に任せられている。1988年度の収支決算報告は表3に
示される。収入の60％は内務省からのグラントであり，相談料，トレーニング料はまだ4
割に達していない。支出のうちおもなものは人件費である。
　精神療法に関して言えば，クライアントの70％は医師，ソーシャル・ワーカー，カウン
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表3 TAVISTOCK　INSTITUTE　OF］MARITA：L　STUDIES
INCOME　AND　EXPENDITURE　ACCOUNT　FOR　THE　YEAR　ENDED　31　MARCH　1989
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988
EXPENDITURE
EMOLUMENTS
Scientific　staff
Administrative　staff
£ £
283691
57060
340751
£
OTHER　EXPENDITURE
Rent　and　services
Library
Stationery，　photocopyillg　and　postage
Printing　and　purchase　of　publicatiolls
Travel　and　miscellaneous　expenditure
Video　film
Depreciation
Central　administration
25633
　4034
10208
　3461
31967
　4522
　4678
44471
128974
　3137
286033
50521
336554
Extraordinary　expenditure
TOTAL　EXPENDITURE
INCOME
Clients’fees
Training　fees
Sales　of　publications
Video　sales
Interest　receivable
Miscellaneous　income
DEFICIT
FUNDED　BY　Grants－Home　Office
Other
NET　DEFICIT
71931
72735
6627
1079
3000
297740
　9562
132111
472862
155372
317490
307302
10188
26266
1166
13185
2208
18136
31342
4275
42629
139207
139207
475761
62666
65031
　3020
　2587
　820
134124
341637
290410
47041
337451
　4186
セラーなどの紹介によっている。基本的にカップルを対象とし，1988年度は372件の申し込
みがあり，120件が円満解決で終了している。面接は1週間に1回の割りで行われ，平均20
回以上に及ぶ。料金は基本的に各人の資力によるが，一人1回につき平均20ポンドであっ
た。実務家に対する訓練コースを利用しているのは現在のところ32機関。プロベイション・
サービス，リレイト，カトリック結婚相談協会，結婚研究センターなど本稿で紹介する諸
援助機関をはじめ，より小さな援助機関，さらにはロンドン大学などの研究機関にも及ん
でいる。
　この機関が最も力をいれているのは，研究部門であるといえよう。これまでに完了した
プロジェクトとして，『電話で……電話相談に関する報告』『子どもの虐待』『ソーシャル・
サービスにおける指導』『失業と婚姻生活』『別居や離婚の影響』などが挙げられる。現在，
離婚裁判所福祉担当官と共同で，コンシリエーションの際，福祉担当官がどのような役割
を果たせば子どもにとって最良の結論が得られるのかに関するリサーチを進めているとこ
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ろである。このような研究の成果をもとに，実務家に対する指導を実践していくのである。
　以下は所長のクリュロー氏の見解である。コンシリエーション・サービスに関しては，
このサービスが始まってまだ日が浅いこと，さらにまだ全国的に実施されているわけでは
ないなどの事情があるにもかかわらず，およそ1割の夫婦はこれを利用し自分達自身で紛
争を解決しようとしていることから，このサービスはまだまだ開拓されるべきである。ま
た離婚相談に関してはこの研究所でも実施しているが，全体を見回すと，提供されるサー
ビスの内容および質は機関によりかなり異なっており，不十分だと思われるものも少なく
ない。リレイトのようにかなりレベルの高い機関にしても，政府の財政政策により家族援
助機関に対する補助が少なくなった現在では，これまでと比べてより商業ベースの運営を
せざるを得なくなっている状況にある。しかし，結婚や家庭の崩壊で最も被害を受け易い
のは，金銭を支払わなけれぼ受けられないようなサービスを提供する所へは相談に行けそ
うもない人々であるということを考えるとき，何らかの問題が生じよう。さらに商売とし
て提供されるサービスには統一的な基準が適用しにくく，利用者に対する保護に欠ける虞
れもある。そこで，やはりカウンセリングやコンシリエーションなども総合的に行ってい
く家庭裁判所のような統合された公的な機関も必要だと思われる。
　以上，このタビストック研究所では，高く統一的な基準の援助をいかに安く広く提供す
るかにつき調査研究を進めていくことに，その活動の重点課題を置いているようである。
3）結婚研究センター
　　Marrige　Research　Centre
　　　　Central　Middlesex　Hospital，　Acton　Iane，　LONDON　NW107NS
　　　面接者　Dr．　Jack　Dominian
　これは1971年，現在もここの所長を務めるジャック・ドミニアン博士が，ミドルエセッ
クス中央病院内に，夫婦が強固な安定を保つための調査研究を進め，これを家庭崩壊から
守るために実行実践するという目的で開所したものである。リレイトの援助は夫婦関係が
崩壊してから始まるのであるが，それでは遅きに過ぎるということで，予防策としての婚
姻前の教育を重視し，その方法を開発するというところに研究の重点を置く。これまでの
公刊物には，『どのようなカップルが離婚するか（1979）』『危機にある結婚（1982）』『あな
たのこれからの生活（1987）』などがある。さらに初等，中等教育機関で人間関係を教える
ためのコースを準備し，教師の利用に役立てている。カウンセリング・サービスは，病院
および周辺の地域の人たちのために例外的に実施している程度で，現在のところこのセン
ターがどれ位一般に利用されているかは明らかでない。
　ドミニアン博士は当初まったくの一人で私財6，000ポンドを拠出し，この病院の1室にセ
ンターを開所したが，現在は医師，社会学者，心理学者，カウンセラー，教育学者など12
名のスタッフを擁し，さらに研究所として病院の空き施設を使用することができるように
なった。このセンターを運営していくためには年間65，000ポンドの費用がかかるが，これ
らは自分たちの基金で作ったトラストと企業および個人からの寄付金で賄われている。
今のところ政府および地方公共団体のグラントはない。
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5．むすびにかえて
1）アンケート調査の結果から
　これまで述べてきた面接調査と並行して，離婚問題に関する業務に携わっている実務
家・研究者，および援助機関を利用したクライアントに対し現状の援助機関の評価と、これ
からの在り方に関するアンケート調査を実施した。このアンケート調査の詳細な報告は寄
稿に譲るが，本稿との関連でその結果を多少紹介する。
　実務家・研究者からは67の回答を得ているが，その半数がリレイトのカウンセラーから
のものであり，他は上述した民間および公的な諸機関の職員，おもに子どもの問題を扱う
民間の機関の職員，ソリスター，さらにブリストルおよびケント大学の研究者からのもの
である。これらの者は概して自分の所属する機関が提供しているサービスが離婚に関して
最も深刻だと思われる問題に直結するものであり，これに対し当該機関は満足のいく援助
を提供していると考えているが，ソー”と回答したリレイトの3名のうち2名は，面接の
申し込みがあってから実際に面接が開始するまでの待機期間の長いことを挙げ，また1名
はこの機関の性格から当事者の問に入って仲裁をするというような権限のないことを挙げ
ている。前者の問題に関してはクライアントが利用し易いかとの質問に対する回答で，約
半数の者が待機期間が長いことが問題であるとしていることからも，リレイトにおける相
当大きな問題であるということが判る。他の機関におけるソー”の回答は，「家族は父親
を必要とする」で援助を提供するための充分な基金がないことが挙げられ，コンシリエー
ション・サービスのプロベーション・オフィサーからは，援助を受けるための手続きが煩
わしいことが挙げられている。
　自己の所属する機関と他の機関との連携状況に関しては，リレイトおよびソリシターの
それぞれ4分の1がよくないと回答している。またカトリック結婚相談協会の4分の1が
秘密保持のために他の機関とは連携しないと回答しているのが注目される。これらの職員
が一般的に公的機関の援助と民間機関の援助をどのように見ているかということでは，援
助の権利性および社会性の面では公的機関の方が高い評価を受けたものの，専門性，質の
高さなどの内容の面，さらに費用が合理的だという面でも民間機関の方が高い評価を受け
ている。とくにプライバシーが守られるという点で，民間機関の方がはるかに高い評価を
受けているのが面白い。これからの援助の在り方としては，全体の3分の2がこれまでの
個別的な援助を提供してきた諸機関をより充実させながら，さらにすべての援助に責任を
持ち得る総合機関の設立が必要だとしている。
　クライアントに対するアンケート調査は20の回答しか得られなかったので，過去にリレ
イト自身が51名に対して面接調査した結果と，筆者が面接した数名の回答から補足しなが
ら見ることにする。リレイトの調査によっても示されていたが，大多数の離婚経験者は離
婚するまでに複数の援助機関を訪ねている。それぞれの問題領域に従ってそれに見合った
援助機関を訪ねるわけであるが，なかにはその機関の援助内容をよく知らなかったために，
見当違いのサービスを受けた者もいる。たとえぼ心理的な療法が心要な時に開業医で薬を
処方されたり，牧師のところに言って祈ってもらうだけだったり，問題もないのにリレイ
トでセックス・セラピーをされたりといったことである。リレイトに関しては，援助の内
容を漠然としか知らなかったと言う者が援助を受けた者の半数に上っているが，これは大
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きな問題であろう。機関の評価に関しては，そのロケーションについてほとんどの者が「家
から適当に離れているのが良かった」と回答しているのは，あまり身近にあるとプライバ
シーが守られないと考えてのことであろう。費用が高いと回答したのは，ソリシターを利
用した者と，開業医でカウンセリングを受けた者である。さらにやはりリレイトには「待
機期間が長い」との不満があった。しかしこれらの事柄があるにもかかわらず，受けたサー
ビスには満足している。
　公的な機関と民間の機関をどう見ているかということに関しては，公的な機関の評価が
高かったのは援助の権利性の項目だけであり，援助の専門性や信頼性など他の面ではすべ
て民間の援助機関に対する評価の方が高かった。とくに費用の合理性とプライバシーが守
られるという点で，すべての回答者が民間機関に軍配を挙げたのは，われわれの感覚から
するとちょっと理解しにくい。これらの機関のどちらがおもに責任を負うべきかでは，財
産給付・扶養料，子の監護・アクセスなどの紛争処理，および離婚後の経済的i援助，子の
介護など基本的に法律上の問題については公的機関，紛争中および離婚後の精神的な相談
については民間の機関と回答しているのは，現在のそれぞれの機関の任務分担の状況を肯
定しているということであろう。しかし実際のところ，法的紛争をうまく処理するために
ソリシ直門を雇うと費用がかさむし，コンシリエーション・サービスを受けるには手続き
が面倒だということになると，これらを利用できるのはある程度社会階層も限られてくる
という指摘もなされている。
2）英国において目指されている援助の方向とわが国のこれからの在り方について
　以上見てきたように，英国ではこれまで民間の機関がそれぞれの目的意識を持って独自
の援助活動を展開し，またそのことに対する専門家および利用者側の評価も一般的に高い。
基本的に自分の好きな所を選ぶ自由という点からも，これら種々の援助機関の併存は好ま
しいと考えられている。しかしもちろんそれぞれの機関はそれぞれ自己評価をし，それぞ
れ改善していく点はいくつかある。さらにより大きい共通の問題としては，財政上の問題
があり，これがこれからのそれぞれの援助の方向を大きく決定していくことになるであろ
うと考えられる。
　一方で，これらの援助機関の併存ということをしても，なおかっこの網に引っ掛からな
いクライアントも存在する。それはその人たちの経済上の問題であったり，機関のアクセ
スの不足の問題であったり，機関の問の連携のなさゆえであったりするのであるが，この
ことを解消するために，総合的な機関の設置が専門家の側から強く要望されている。
　翻ってわが国では，冒頭に述べたように離婚問題を抱えている人たちのために，有効に
機能していると考えられる援助機関は現在のところほとんど存在していない。われわれが
提唱している「家族問題総合センター（仮称）」には，このような英国に広汎に存在してい
る民間および公的援助機関の果たしている役割を持ち，さらに現在期待されている総合機
関の役割をも果たし得る機能を持たせなけれぼならない。相談の本質からすると公的な強
制にはなじまないものもあるだろうし，しかしまた，すでに存在している公的な機関に対
しても何らかの影響力も持たせなけれぼならないとすれば，半官半民の第三セクターによ
る運営が望ましいのではないかとも考えられる。以上のことからすれば，英国におけるリ
レイトの在り方は非常に参考になるのではあるまいか。リレイトのような相談機関にさら
34 英国における離婚問題援助機関の実情（植木）
にまた問題を受け付ける窓口のような機能をもたせ，自分のところで処理できない問題は
既存の機関に振り分けていくといった役割を果たすことで，現在の福祉的なサービスや家
庭裁判所の調停はより相談者に身近なものとなるのではないだろうか。
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